
作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

47.5% 67.3%
（626/928）

自立相談支援事業 生活や就労に困難を抱えた生
活困窮者の相談を受け、個々
の状況に応じた支援プランを
作成し、寄り添いながら自立に
向けた支援を行います。

相談者のニーズに対しア
セスメントを実施し、個々
の状況に応じた支援プラン
を作成し目標を達成しまし
た。

52.5% 46.4%
（290/625）

就労が可能な相談者につ
いて、就労支援を盛り込ん
だプランを作成しました。目
標数値には届きませんでし
たが、就労支援が盛り込ま
れなかった対象者におい
ても、社会とのつながりを
構築するなどの支援を実
施しました。

2 政策4-2-①

155人 140人
（R7.11モデル
事業参加者７
人含む）

子どもの学習・生活支
援事業

生活保護世帯、生活困窮世
帯、ひとり親世帯の主に中学
生を対象とした学習会を開催
し、学習機会と居場所を提供し
ます。また、学習支援員が保
護者からの相談に応じ、進学
や生活面の支援を行います。

×

目標を下回ったが、結果は
昨年度とほぼ横ばい。事
業登録した児童が継続し
て学習会に参加しており、
学習機会や居場所の提供
などの必要な支援を実施し
ます。また、R7.11月に学習
会未実施の秋葉区、南区。
西蒲区でモデル事業を実
施しました。

3 行財1-1-①

15 15 本庁と福祉事務所の
連携強化

各区に生活保護法施行事務監
査を実施し、生活保護事務の
適正実施を目指し、指導・援助
を行います。
※指摘事項数は、過去3年の
平均以下とする。

○

R7年度は８福祉事務所で
監査を実施しました。指摘
項目は１５件となり、目標を
達成しました。

4

85人 76人 民生委員協力員活動
費

民生委員協力員制度の利用
促進のため、民生委員が集ま
る会議や研修会等の機会を捉
えて民生委員への制度周知を
図ります。

×

目標には達しなかったもの
の、今年度は一斉改選の
年でもあったことから、その
際の研修会などで、民生
委員に対し制度の研修に
努めた。

5 政策7-1-②

247件 274件 重層的支援体制整備
事業

重層的支援体制整備事業の
推進のため、本人やその世帯
のニーズに応じた支援プランを
作成し、関係機関等が連携し
ながら支援を行います。

○

事業の一部委託先である
社協との定期的な情報共
有に加え、７年度はCSW実
践報告会開催に協力する
など関係者の意識醸成・共
有に努めた。

生活保護法施行事務の指導・援
助を充実し、事務ミスや不正の発
生防止に努めます。

事務監査における
指摘事項数

引き続き生活保護法施行事
務の指導・援助を実施し、事
務ミスや不正の発生防止に
努めます。

障がいや介護など属性を問わな
い相談支援、参加支援、地域づく
りに向けた支援を一体的に行う重
層的支援体制整備事業を実施し
ます。

重層的支援体制整
備事業における支
援プラン作成件数
（累計）

引き続き、民生委員の負担
軽減につながるよう、制度の
周知を図っていく。

本事業を円滑に進めていくた
めには、携わる方々に事業
の理念を理解してもらうこと
が大切であることから、引き
続き共有できる機会の創出
などに努めていく。

生活困窮者の新規
相談のうち自立生
活のための支援プ
ラン作成者数の割
合

相談件数に応じた支援体制
を維持しながら、個々の状況
に応じた支援プランを作成し
ます。

主な取組（事業）

相談者に就労支援を積極的
に勧めるとともに、家計改善
事業などの他事業をあわせ
て利用してもらい生活の安定
を図ります。

地域に根差した活動を行っている
子育て支援団体等との連携強化
により、子どもの学習機会の確保
に取り組みます。

学習・生活支援事
業参加者数

学習会の開催を継続すること
で、対象の児童の学習機会
の確保や居場所を提供しま
す。あわせて世帯の生活面
向上のため、保護者への支
援も継続します。

生活困窮者が早期に自立相談支
援機関につながるよう、関係機関
との連携を強化し、様々な問題を
抱える人の事情や本人の思いに
寄り添った支援を行い、自立の促
進を図ります。

政策7-3-① 支援プランに就労
支援が盛り込まれ
た対象者数の割合

△

R7.5.15（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・就労支援を受けた生活困窮者のうち、就労や増収につながった
人の割合
・住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができると思う高齢
者の割合

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
福祉総務課 R8.3.31

1

地域において行政とのつなぎ役と
して活動する民生委員の負担軽
減を図ります。

民生委員協力員数
（実人数）

組織目標管理シート

年度 令和７年度

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1

237件 225件 社会福祉法人及び社
会福祉施設等への指
導監査

社会福祉法人及び社会福祉施
設等に対し、実施計画に基づく
指導監査を実施します。

×

実施率が低い種別の監
査、指導に注力したことや
同行する制度所管課と日
程調整ができなかったこと
から、当初の目標には少し
届きませんでした。

95件 98件 介護・障がいサービス
事業所運営指導

介護・障がいサービス事業所
に対し、実施計画に基づく運営
指導を実施します。

96% 98.3% 集団指導の実施 介護・障がいサービス事業者
に対し、動画配信方式による
集団指導を実施します。また、
実施にあたっては事業者が理
解しやすい内容にします。

47人 43人 専門研修等の受講 日本経営協会（NOMA）等の外
部研修を受講し、専門能力と
職務遂行能力を向上します。

7回 15回 監査事例共有会の実
施

監査業務における成功事例や
課題等を共有する場を設けま
す。

運営指導の内容や方法等の
精査を行って、効率的に進め
られるよう努めるとともに、引
き続き、事業者が理解しやす
い集団指導を実施し、その受
講を促していきます。

集団指導への参加
率

3

指導監査担当職員の知識の習得
により専門能力の向上を図りま
す。

行財1-4-①

外部研修等参加者
数（延人数）

△

日程後半、受講を予定して
いた日に急遽、処分案件
への対応が必要となり受
講できなかったため、わず
かに目標に届きませんでし
た。事例共有については目
標を大幅に超えて実施す
ることができました。

各人が積極的に研修を受講
するとともに、伝達研修や事
例共有を行って課全体での
知識の向上・共有を図りま
す。

事例共有回数

2

介護及び障がいサービス事業所
が健全な事業運営を行い、福祉
サービスの質の向上・維持が図れ
るよう指導します。

介護・障がいサービ
ス事業所運営指導
件数

○

今まで実施できていなかっ
た介護・障がいサービス事
業所の調書等を整備し、運
営指導に注力した結果、目
標を超える件数を実施する
ことができました。

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

社会福祉法人及び社会福祉施設
が適正な法人運営を行い、福祉
サービスの質の向上・維持が図れ
るよう指導します。

監査件数 指導監査の内容や方法等の
精査を行って、効率的に進め
られるように努めます。
併せて、社会福祉法人の適
正かつ安定した運営に向け
た効果的な指導方法の検討
を進めていきます。

No.

組織目標 指標 主な取組（事業）

R7.5.20

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
福祉監査課 R8.3.31

組織目標管理シート

年度 令和７年度

（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・新潟市は子育てしやすいまちだと思う保護者の割合
・健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）
・住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる高齢者の割
合
・障がいを理由として差別・暮らしにくさを感じたり、いやな思いをし
たことのない障がい者の割合
・障害者雇用率

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策1-3-①

30校 46校 共生のまちづくり条例
の普及啓発

障がいのある人を招いた福祉
教育、共生社会を推進する「と
もにプロジェクト」を通して障が
いのある人とない人がふれあ
う機会を増やし、条例や障がい
に対する理解を深める取組を
行います。

○

小中学校への周知の工夫
などが功を奏し、目標を大
きく上回る実施校数となり
ました。

2 政策7-2-①

1,137人 1,198人 グループホーム運営
費補助事業及び障が
い者福祉施設整備補
助事業

グループホームの運営費や整
備に補助を行うことで、特に強
度行動障がいや医療的ケア等
特別な支援を必要とする方の
地域生活の場所を整備しま
す。

○

新規事業所の指定や住居
追加によって、定員が増加
し、重度の入居者数も増加
しました。

3 政策7-2-①

29箇所 31箇所 新潟市障がい者地域
自立支援協議会の設
置

障がいのある人が重度化・高
齢化しても、安心して地域での
生活ができる支援体制の構築
に向けて、障がい者地域自立
支援協議会で協議するととも
に、地域生活支援拠点の整備
に向けた検討を行います。

○

協働で人員体制を手厚くし
た相談支援事業所や緊急
受入れ可能な短期入所事
業所を計4箇所新たに登録
しました。連携強化や拡充
に向けた取組みを進めるこ
とができました。

4 政策7-2-③

150人 154人 新潟市障がい者就業
支援センターの運営

障がい者雇用の中心施設とし
て、就職を希望する障がい者
や障がい者雇用を促進する企
業に対し、相談・助言等の支援
を行います。 ○

就職を希望する障がい者
や障がい者雇用を促進す
る企業に対し、相談・助言
等伴走型支援を行い,目標
を達成することができまし
た。

5 行財１-4-②

21時間以下 30.09時間 超過勤務の上限目標
の設定

超過勤務の上限目標を設定
し、職員の健康管理を徹底しま
す。

×

人事異動や、病気休暇等
の欠員による業務繁忙が
常態化しており、目標を達
成することができませんで
した。

組織目標管理シート

年度 令和７年度 R7.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標組織名（部） 福祉部

組織名
（準部・課・機関名）

障がい福祉課 R8.3.31

・障がいを理由として差別・暮らしにくさを感じたり、いやな思いをし
たことがない障がい者の割合
・障害者雇用率

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

主な取組（事業）

実際に福祉教育を行う小中
学校の立場に立ち、より利用
しやすいものとなるよう検討
を進め、実施につなげていき
ます。

重度者対応の事業所増加へ
の効果も踏まえながら、引き
続き、運営費補助を行いま
す。

障がいのある方の地域での
暮らしの安心感を担保し、自
立を希望する方に対する支
援体制の充実に向けた取り
組みを引き続き進めていきま
す。

・障がいのある人が重度化・高齢
化しても、安心して地域での生活
ができるよう、必要な障がい福祉
サービスや相談を受けられる体制
を整備するとともに質の向上に努
めます。

・障がいのある人が重度化・高齢
化しても、安心して地域での生活
ができるよう、必要な障がい福祉
サービスや相談を受けられる体制
を整備するとともに質の向上に努
めます。

市内グループホー
ム定員数

地域生活支援拠点
機能実施個所数

学校教育などにおける福祉教育
や、障がいの有無にかかわらず共
に学ぶ交流および共同学習を推
進します。

障がいのある人を
招いた福祉教育（ゲ
ストティーチャー）実
施校数

登録前の相談受付段階で、
福祉施設につなぐケースが
増加傾向にあり、就労準備・
調整を要してからの就活とな
るため、一般就労へのハード
ルは高いですが、就労に向け
引き続き支援を行っていきま
す。

引き続き業務の平準化及び
効率化に努めるとともに、特
定職員の業務が過重となら
によう、組織的な支援を進め
ていきます。定時退庁推進日
を積極的に周知するなど、職
員の健康管理に努めます。

・就職を希望する障がいのある人
への相談から定着までの伴奏型
支援を行うとともに、労働局など関
係機関と連携し障がい者雇用企業
の拡大に取り組みます。

・職員が心身ともに健康に働くこと
ができるよう、一人当たりの平均時
間外勤務時間数の縮減に努めま
す。

新潟市障がい者就
業支援センター登
録者の就職者数

一人月あたりの平
均時間外勤務時間
数

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 行財１-1-①

80 ・解決提案率
100％（相談件
数1５件）
・利用者アン
ケート回収率
83.0％
・保護者懇談会
21名参加
・給食を楽しむ
会23人参加
・お茶会18人参
加

・サービス管理責任者
による相談窓口の設
置
・利用者・保護者向け
アンケートの実施
・保護者懇談会等の
実施

・個々の「個別支援計画」につ
いて、利用者・保護者とも十分
に共有し、一貫性のある支援
の実施に取り組んでいきます。
また利用者・保護者アンケート
や保護者懇談会等の実施を通
して、利用者・保護者のニーズ
を把握し、相談機能を強化し、
今後の支援に生かしていきま
す。

○

・利用者・保護者ともに高
齢化が進み、相談も保護
者自身の課題も含む内容
となっていますが、関係機
関等と連携・共有し、課題
解決に向けて取り組みまし
た。また「利用者・保護者ア
ンケート」では、今年度公
表された虐待案件につい
ての記載がありましたが、
丁寧に現在の虐待防止策
についての取り組みについ
て、説明をしながら、結果
公表を行いました。

2

実施 実施 ・「軽易な事故チェック
リスト」の実施
・「行動規範セルフリ
セット」の実施
・「虐待防止に向けた
改善計画」の実施

・より安全で安心な支援の実施
を目指して、チェックリスト等を
活用し、再発防止に取り組んで
いきます。また、「リスク・安全
係」を中心に、過去に発生した
軽易な事故やヒヤリハットの事
例を分析・検討し、対策等を職
員間で共有しながら、再発防止
に取組みます。

○

・安全な支援の実施、虐待
防止に向けて、チェックリス
ト等を活用しながら、「虐待
防止計画」に則り、取り組
みました。また「リスク・安
全係」では、過去５年分の
軽易な事故等を集計し、発
生時期・傾向分析した結果
に応じ、注意喚起しながら
軽減に向けて取り組みまし
た。

3 行財１-４-①

8
15

・園内研修7回
・各委員会主催
研修10回
・職員園外研修
32回
・業務改善取組
件数　件。

・園内・園外研修の実
施
・業務改善・効率化へ
の検討・提案

・職員の支援力の向上と質の
高いサービスの提供に向け、
園内外での研修に積極的に参
加し、職員のスキルの向上に
取り組みます。また、業務の効
率化に向け、業務改善にも取り
組んでいきます。

○

・多職種の職員それぞれ
が、利用者の特性理解に
向け、積極的に研修等に
参加し、知識とスキル向上
に向けて取り組みました。
また業務改善

　利用者の人権を尊重し、安心安
全な支援の実施に向け、日々の
ヒャリハットチェック及び軽易な事
故チェック等を実施し、職員の支援
力向上に向け取り組みます。ま
た、チェックリストの検証を行い、
再発防止につなげます。

・「軽易な事故チェッ
クリスト」の実施
・「行動規範セルフ
リセット」の実施
・「虐待防止に向け
た改善計画」の実
施

・安心・安全な支援の実施
は、支援の基本となります。
今後も、チェックリスト等を活
用しながら、支援体制や支援
環境の改善や見直しを行い
ながら、引き続き取り組みま
す。

　職員の支援力の向上等スキル
アップ、質の高いサービスの提供
に向け、園内・外での研修の実施
と参加に取り組みます。
　また、業務の効率化に向け、業
務改善に取り組み、提案につなげ
ます。

・園内職員研修実
施回数（回）
・業務改善や提案
数（件）

・利用者個々の障がい特性を
十分に理解したうえで、個々
に応じた適切な支援の実施と
なるよう、各職員が知識とス
キルの取得に向け、引き続き
研修の機会を捉え参加する
よう取り組んでいきます。ま
た、業務改善・業務効率化に
向けても、取り組んでいきま
す。

目標達成状況 今後の方針
取組指標

　「個別支援計画」を支援の軸とし
て、利用者・保護者とも十分に共
有したうえで、利用者・保護者の相
談等に丁寧に対応し、解決に向け
た提案を行います。また、アンケー
トの実施や行事等の参加機会を増
やすなど、保護者ニーズの把握に
務め、相談機能の強化に取り組み
ます。

・相談に対する解決
に向けた提案をし
た割合（％）
・利用者・保護者向
けアンケートの実施
・保護者懇談会等
の実施

・利用者・保護者のニーズを
日々の支援の中で、また園の
行事実施の際やアンケート調
査等の機会を捉え、適切に把
握しながら、より安全・安心な
支援の実施に繋げていくよう
取り組んでいきます。

主な取組（事業）

評価No.

組織目標 指標

R7.4.1

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
障がい福祉課　明生園 R8.3.31

組織目標管理シート

年度 令和７年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

障害を理由として差別・暮らしにくさを感じた、いやな思いをしたこと
がない障がい者の割合

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策7-1-②

867件 646件（市長申
立42件、申立
費用助成22
件、報酬助成
582件）

成年後見制度利用支
援事業（高齢者分）

成年後見制度の利用促進と高
齢者の権利擁護、法的地位の
安定を図るため、成年後見制
度の利用にかかる費用を助成
します。 ×

報酬助成件数に関しては
前年増（R6：541件→R7：
582件）となったが、見込み
よりも助成申請件数が少
なかった。市長申立件数
が減少（R6：48件→R7：42
件）したこともあり、制度全
体の利用者数としては、目
標件数を大きく下回った。

前年度以上
（63箇所以上）

63箇所 小規模多機能型居宅
介護事業所建設事業
費補助金

地域密着型サービスの基盤整
備を進めるため建設事業費の
補助を行います。

前年度以上
（17箇所以上）

17箇所 施設開設準備経費等
支援事業

施設等の円滑な開設のため、
新たに整備（新規開設・増床）
を行う事業者に対し、開設準
備に要する経費の助成を行い
ます。

医療と介護の出前ス
クール事業

介護職のイメージアップや理
解促進を図るため、介護サー
ビス事業所で勤務する職員に
協力を募り、小・中学校、高校
を訪問して介護の魅力を発信
します。

「医療と介護の出前スクー
ル」の申込件数は8回で年
間目標の20回を下回った。
学校への周知方法を文書
連絡に変えるなど、教育委
員会と連携し、翌年度に向
けて周知を行った。

介護施設見学会事業 介護の現場のイメージアップと
ともに新たな人材確保を目指
すため、ハローワーク新潟と連
携し介護施設見学会を実施す
ることで職業意識啓発や職場
理解を深めます。

「介護施設見学会」は例年
同様、年間5回開催した。
参加者数は99人で目標数
値（107人）をやや下回っ
た。

介護職員等キャリア
アップ支援事業

介護職員などの資質向上およ
び定着化、キャリアアップを図
るため、専門的な研修会の開
催や資格を取得するための費
用などを法人が負担した場合
にその費用の一部を助成しま
す。

「キャリアアップ支援事業」
の申込件数は19件で目標
数値（20件）をやや下回っ
た。

4 行財3-2-④

提言、要望の
実施

提言、要望の
実施

国の施策・予算に対
する要望（本市単独）

北信越市長会要望

国や県の施策、予算に対し
て、提言、要望を行い、地方分
権・地方創生につなげていきま
す。 ○

令和8年度国の施策・予算
に対する要望（本市単独）
を6月に実施。
北信越市長会要望につい
ては、5月に春要望と10月
に秋要望を実施。

2

介護サービス需要は増加し、多様
化しているため、住み慣れた地域
での暮らしを地域全体で支えるた
めの土台として、既存施設等を活
用しながら、地域密着型を中心と
したきめ細かな基盤整備を進める
とともに、サービスの質の確保に
努めます。 政策7-1-③

小規模多機能型居
宅介護事業所整備
数

3

現役世代が減少する中において
も、介護現場が地域における介護
ニーズに応え、職員がやりがいを
持って働き続けられる環境づくりを
進めるため、介護という仕事の魅
力発信に取り組むとともに、デジタ
ル技術の導入による業務の効率
化を推進するなど介護分野で働く
人材の確保・定着を支援します。

政策7-1-③

介護人材数（常勤
換算）

看護小規模多機能
型居宅介護事業所
整備数

引き続き、法人あての一斉
メールでの周知及び研修実
施団体HPでの事業案内の掲
載などの制度の周知方法の
工夫に努める。

国や県に対し、必要な提言・要望
を行い、協議を進め、地方分権・
地方創生につなげていきます。

国や県への提言、
要望

令和9年度国の施策・予算に
対する要望（本市単独）に向
け、3月に資料作成を実施。
北信越市長会要望について
は、春要望に向け資料作成
を2月に実施。

12,041人 11,088人

×

今後もハローワーク新潟と連
携を図り、開催の周知及び
開催時に就労支援等の制度
案内等を行う。

高齢者の権利擁護については、
高齢者虐待防止に取り組むととも
に、成年後見制度の活用を推進し
ます。

成年後見制度利用
支援事業利用者数
（高齢者分）

弁護士会や司法書士会等の
職能団体に制度利用を積極
的に働きかけるほか、区役
所や地域包括支援センター
で制度利用が必要な高齢者
を把握した場合、当該制度を
活用するよう引き続き周知す
る。

主な取組（事業）

翌年度の学校行事等が決定
する前に、学校へ事業の案
内を行うことや案内の回数を
増やすなど周知方法の工夫
に努める。

評価 目標達成状況 今後の方針

公募を実施したが、小規模
多機能型居宅介護所、看
護小規模多機能型居宅介
護ともに、深刻な介護人材
不足や建設コストの高騰
等の影響により応募がな
かったため、目標を達成す
ることはできなかった。

第9期介護保険事業計画に
基づき、地域偏在の解消に
向けた整備を引き続き推進
する。

×

No.

組織目標 指標

取組指標

組織目標管理シート

年度 令和７年度 R7.5.19（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができると思う高齢
者の割合

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
高齢者支援課 R8.3.31

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

480件 463件 ・地域介護予防活動支援
事業
・地域包括ケア推進モデ
ルハウス事業

住民同士が支え合うしくみづく
りの構築を進めるため、多世代
が集まり交流する「地域の茶の
間」開催団体に対して運営費
等を助成します。

新たに開始する団体があ
る一方、活動の引き継ぎが
難しく休止する団体もあり、
目標には届きませんでし
た。

1,240人 1,061人 ・フレイル予防事業 フレイルチェックを活用し、健康
な状態と要介護状態の中間で
あるフレイル（虚弱）の予防を
通じて、健康寿命の延伸を目
指します。

計画を前倒し全圏域での
実施に拡充しましたが、天
候の影響により下期の参
加者が伸び悩み、目標を
下回る結果となりました。

1,000回以上 1,500回 ・認知症予防出前講
座

認知症予防に役立つ生活習慣
の普及啓発のため、身近な地
域に運動普及推進員を派遣し
ます。

区や運動普及推進員によ
る事業啓発により、目標を
達成することができました。

7,000人 4,708人 ・認知症高齢者等地
域支援推進事業

認知症高齢者が住み慣れた地
域で尊厳を持ちながら安心して
生活を継続できるよう、認知症
の知識や理解のある「認知症
サポーター」を養成します。

学校開での養成数は増加
したものの、企業開催での
養成数が減少したため、目
標を下回る結果となりまし
た。

3 行財1-4-②

15.0日 15.2日 ・業務効率の向上につ
ながる職場環境の実
現

適切な業務分担等による職員
の負担の平準化を図りながら
積極的な休暇取得に取り組む
ことで、職員の働きがいや充実
感を高めます。

○

業務の効率化等に努め、
目標を達成することができ
ました。

組織目標管理シート

年度 令和７年度 R7.5.29（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができると思う高齢
者の割合
・仕事に対する職員満足度

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
地域包括ケア推進課 R8.3.31

No.

組織目標 指標

1
フレイルチェック参
加者数

区だよりでの周知やコミ協へ
の協力依頼に加え、LINEを活
用してフレイルサポーターと
参加状況を共有します。サ
ポーターからの積極的な声が
けも促し、さらなる参加者の
増加を図ります。

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

地域の茶の間の助
成件数

支え合いのしくみづくり推進
員と連携して作成した運営マ
ニュアルを実施団体へ周知・
活用し茶の間の活動が継続
できる体制づくりに努めます。

主な取組（事業）

×

地域の中で生きがいを持ちながら
役割を果たせるよう、支え合いの
地域づくりを進め、一人ひとりの介
護予防や健康寿命の延伸につな
がることを目指します。

政策7-1-①

認知症サポーター
養成人数

学校や企業において養成講
座を開催いただけるよう、引
き続き関係機関、関係団体へ
の働きかけを強化します。

職員が働きながら子育てや介護な
どにも取り組むことができるよう、
働きやすい職場環境の整備に努
めます。

年次有給休暇の取
得日数（一人あたり
年平均）

引き続き事務事業の見直し
や業務負担の平準化に取り
組み、休暇を取得しやすい職
場環境の整備に努めます。

認知症の人ができる限り住み慣れ
た地域で自分らしく暮らし続けるこ
とができる社会の実現を目指すた
め、認知症施策推進大綱の取組
方針に沿って、施策を推進してい
きます。

政策7-1-②2 △

認知症予防出前講
座実施回数

引き続き各地域へ運動普及
推進員を派遣し、運動や脳ト
レ、栄養・口腔ケアといった認
知症予防に効果的なメニュー
を組み合わせながら、普及に
努めます。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

94.69% 96.4%
（見込み）

199,742千円 160,188千円
（見込み）

48件 19件 担当職員の欠員により目
標を達成できなかった。
令和7年12月に認定調査
員現任研修の場を活用し、
ケアプラン点検結果の報
告を行い、点検未実施の
事業者にもフィードバックを
行った。また、市ホーム
ページにも結果報告を行
い、研修未参加者にも
フィードバックを行った。

96件 96件

96件 96件

3

実施 実施 介護サービス事業所
への助言・指導

マニュアルの整備、ホームペー
ジの充実、申請様式の見直し
などを通して、介護サービス事
業所への助言・指導体制を強
化します。

○

指定業務担当と給付業務
担当の課内連携のほか、
福祉監査課の運営指導に
当課担当者が共同して取
り組むなど、他課とも連携
を行い、助言・指導体制の
強化を図った。

実施 実施 認定審査の簡素化 審査までの平均所要日数を注
視し、必要に応じて
・簡素化対象要件の見直し
・簡素化対象合議体の拡大
・１回あたりの簡素化審査件数
増等を行い、所要日数短縮に
向けた取り組みを行います。

審査会委員へのアンケート
結果により簡素化対象要
件の緩和には至らなかっ
たものの、所要日数短縮
に向け、全１４０合議体で
簡素化審査を実施し、審査
会１回あたりの簡素化審査
件数増（12件以上／回）を
行った。

4以上を91％ 4以上95.9％ 認定調査員の資質向
上

今年度から全調査員を受講対
象とし、明瞭な調査票記載の
ためのテキスト作成、具体的な
処理誤り事例の整理及び情報
共有等を通して項目評価の正
確な理解を深め、認定調査員
の資質向上を図るとともに、記
載内容確認に係る職員の手間
と時間を縮減します。

全調査員を受講対象とす
る３日間の研修開催により
計６３６名が出席し、具体
的な処理誤り事例の提示
等を通して項目評価の正
確な理解を深め、理解度４
以上の調査員の割合が９
５．９％と目標を達成した。

5 行財1-3-②

実施 実施 介護保険システムの
標準化

介護保険システムについて、
国が定める標準仕様に準拠し
た「標準準拠システム」への移
行を進めます。また、標準仕様
にない現行システムの介護保
険事業所用の機能を代替する
ため、事業所システムの新規
構築及びそのシステム間連携
作業のための介護認定事務セ
ンターの新設を進めます。

○

標準準拠システムへの移
行に向けて目標のとおり着
実に進めることができた。
また、事業所システムの新
規構築のため公募型プロ
ポーザルを実施して業者を
選定し、認定事務センター
の新設に向け業者選定の
準備を進めた。

認定審査の簡素化 引き続き簡素化審査の件数
増加に努め、認定までの政
令指定都市における平均所
要日数の４０日以内とするこ
とを目指す。

国の進める自治体システムの標
準化に着実に取り組み、システム
運用の効率化や他の行政機関な
どとのシステム連携の円滑化を進
めます。

業務システムの「標
準準拠システム」へ
の移行及び独自施
策システム（事業所
システム）の構築、
介護認定事務セン
ターの新設

移行までの全体スケジュール
に沿って、具体的に作業を進
めていく。

4

認定審査業務の一部本庁集約化
のメリットを活かして業務の平準化
を図り、より効率的に認定審査を
行います。

認定調査員現任研
修理解度アンケー
トの点数割合（％）

※５段階評価で実
施し、６０％以上で
あれば「４」、８０％
以上であれば「５」
とする。

○
引き続き記載不備項目の傾
向を踏まえた研修資料の精
査を行うとともに、今後はより
多くの調査員が受講できるよ
う、映像と資料を組み合わせ
たリモート研修等の開催によ
り項目評価の精度の更なる
向上を図る。

給付適正化や指定基準遵守のた
め、介護サービス事業所への助
言・指導体制を強化をし、サービス
水準の向上を図ります。

介護サービス事業
所への助言・指導
の徹底

引き続き、福祉監査課の運
営指導・集団指導・監査に協
力し介護サービス事業所へ
の助言・指導体制を強化す
る。

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

現年普通徴収収納
率（％）

主な取組（事業）

滞納繰越額（千円）

住宅改修の点検

福祉用具購入・貸
与調査

ケアプラン点検実
施数

介護給付適正化事業必要な給付を適切に提供するた
め、介護給付適正化の主要3事業
である「要介護認定の適正化」「ケ
アプラン点検、住宅改修の点検、
福祉用具購入・貸与調査」「医療
情報との突合・縦覧点検」を推進
します。

R7.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・行政サービスのデジタル化により、利便性が向上したと思う市民
の割合

介護保険料の保険料
収納率の向上

「保険料納付お知らせセン
ター」による初期滞納者への文
書・電話催告や給付制限の周
知に努めるとともに、長期・高
額滞納者に対する対策（催告
書送付、電話催告、滞納処分）
に取り組みます。

R8.3.31

○

一斉催告を複数回実施す
るとともに滞納処分として
預金差押えなど滞納解消
に向けた取り組みを実施し
た。

引き続き、一斉催告の実施
やお知らせセンターによる初
期滞納の解消を図り、滞納処
分も実施していく。

組織目標管理シート

年度 令和７年度

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
介護保険課

No.

組織目標 指標

担当職員の募集を行うととも
に、新潟県国民健康保険団
体連合会のケアプラン点検モ
デル事業に参画し、ケアプラ
ン点検の質の向上を図るとと
もに、さまざまな機会を通じて
事業所にフィードバックを行
い、マネジメントの質の向上
や人材育成・確保を図ってい
く。

2

介護保険財政の安定的な運営と
負担の公平性の観点から保険料
の収納確保に努めます。

1

・介護支援専門員が作成した
ケアプランが利用者の自立支
援に資する適切なものとなって
いるか点検を実施します。
また、点検結果や改善事例に
ついて、研修会等を通じて全
事業所にフィードバックを行うこ
とで、マネジメントの質の向上
や質の高い人材育成・確保を
図ります。
・住宅改修や福祉用具の点検
を実施し、適切な給付であるか
確認します。

△

毎月点検を実施するととも
に、令和7年11月開催の介
護保険給付適正化（住宅
改修・福祉用具）担当職員
研修を受講し、点検に係る
知識を習得した。

定期的な点検を引き続き実
施するとともに、県などの研
修などを通じて知識の習得を
図り、点検の精度を向上させ
る。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

94.24％（現状値
以上）

94.19％
(見込み)

口座振替の利用促進、保
険料納付お知らせセンター
による初期滞納者への催
告の継続的な実施により
収納率は順調に推移して
いるが、物価高騰などの影
響により納付困難者が増
加したことが考えられ、目
標値を若干下回る見込み。

18.00％（現状値
以上）

20.00%
(見込み)

滞納者に対する財産調査
や、その調査結果を基に滞
納処分を実施したことによ
り、収納率は目標値を上回
る見込み。

48.0％(第四期
特定健康診査
等実施計画目
標値）

40.1%(見込み） 年度後半実施の未受診者
健診や健康づくりのための
情報提供事業（みなし健
診）の状況等を踏まえ、R6
年度39.6%（速報値）を上回
る見込み。しかし、目標値
は下回る見込み。

40.0％（第四期
特定健康診査
等実施計画目
標値）

21.2%(見込み） 実施率向上に向け、未利
用者への勧奨を各区や委
託医療機関と連携しながら
実施し、R6年度19.2%（速報
値）を上回る見込み。しか
し、目標値は下回る見込
み。

3 政策6-1-①

31.5％(第三期
保健事業実施
計画目標値）

31.5％（見込み） 生活習慣病重症化予
防のための医療機関
受診勧奨対策

第三期保健事業実施計画に基
づき、特定健診結果から受診
勧奨値であるにもかかわらず
受診が確認できない方に対し、
通知による医療機関受診勧奨
を実施するとともに、訪問等に
より保健指導を実施し、医療機
関受診率向上を図ります。

○

通知6か月経過後に医療
機関受診を確認するため、
今年度分は集計中である
が、勧奨通知内容の工夫
や訪問指導対象者への全
数介入を実施しており、目
標を達成する見込み。

4 行財1-3-①

60.0％（外来レ
セプトに対する
マイナ保険証に
よるオンライン
資格確認利用
者数）

74.73％（R8.2月
診療分）

マイナ保険証利用率
の向上

マイナ保険証利用のメリット等
について積極的な周知・広報を
行い、マイナ保険証の取得率
及び利用率の向上を図りま
す。

○

R8.4.24報告値（R8.2月診
療分）においてR7目標を上
回っている（参考：同時点
の全国平均　66.70％）

生活習慣病未受診者に対して、受
診勧奨や訪問指導を行い、健康の
保持増進及び生活習慣病の重症
化予防に努めます。

通知後の医療機関
受診率

第三期データヘルス計画及
び第四期特定健康診査等実
施計画に基づき、生活習慣
病の重症化リスクの高い、未
治療者に対して、通知や訪問
等にて保健指導を行い、医療
機関受診につなげ、生活習
慣病の重症化予防に努めま
す。

デジタル社会における質の高い医
療の実現に資する医療ＤＸの基盤
であるマイナ保険証の利用促進に
努めます。

マイナ保険証利用
率

マイナ保険証の利用を推進
するため、引き続きマイナ保
険証利用のメリット等につい
て積極的な周知・広報を行い
ます。

年度 令和７年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・健康寿命（日常生活に制限のない期間の平均）
・自分が健康だと思う市民の割合

組織名（部） 福祉部
組織名

（準部・課・機関名）
保険年金課

組織目標管理シート

2 政策6-1-①

第三期データヘルス計画及
び第四期特定健康診査等実
施計画に基づき、健診受診
勧奨や未受診者健診等の実
施、ICTを活用した特定保健
指導や各区・特保委託医療
機関での未利用者への勧奨
を実施し、特定健診受診率・
特定保健指導実施率の向上
に努めます。

国民健康保険被保険者の健康の
保持増進を図るため、特定健康診
査・特定保健指導の効果的・効率
的な実施に努めます。

保険料収納率(滞納
繰越分）
※収納率は還付未
済分を含む

△

保険料収納率（現
年分）
※収納率は還付未
済分を含む

口座振替利用率は、継続的
な勧奨業務の実施により順
調に推移しており、今後も収
納確保に向け継続して勧奨
を実施します。また、保険料
納付お知らせセンターによる
初期滞納者に対する催告も
継続的に実施し、収納確保に
努めます。

国民健康保険の保険
料収納率の向上

「ペイジー口座振替受付サ-ビ
ス」を活用した口座振替の利用
促進や、「保険料納付お知らせ
センター」による初期滞納者へ
の催告及び納付困難申出者に
対する納付相談の実施に努め
るとともに、納付資力があるに
も関わらず納付に応じない者
に対しては滞納処分を、納付
資力が無い者に対しては執行
停止を行うなど、未収額の縮減
を図ります。 引き続き催告や滞納処分に

ついて社会情勢等を注視しつ
つ状況に応じた滞納者対策
を実施します。

特定保健指導実施
率

新潟市国民健康保険第四期特
定健康診査等実施計画に基づ
き、未受診者健診や、受診勧
奨通知に加え、医療機関から
の診療情報提供により健診受
診とみなす取組みを実施する
など、未受診者対策の強化を
図り、受診率の向上に努めま
す。また、ICTを活用した特定
保健指導を実施し利用率拡大
を図り、保健指導実施率向上
に努めます。

特定健康診査受診率
及び特定保健指導実
施率の向上

×

特定健康診査受診
率

R7.5.9

R8.3.31

健全で安定した国民健康保険事
業の運営を維持するため、きめ細
かな滞納者対策を講じながら保険
料の収納確保に努めます。

組織目標 指標

No.

1

目標達成状況 今後の方針
取組指標

主な取組（事業）

評価

○：達成
△：一部未達成
×：未達成


